申請書の記載の仕方
（１）「申請日」

①申請書を農業委員会に提出する日を記載。

（２）「申請者」、「譲受人」「譲渡人」の「氏名」

①　個人の場合は、戸籍上の氏名を記載。

②　法人の場合は、登記事項証明書上の名称と、その代表者の職・氏名を記載。

【例】・「株式会社○○　代表者の職・氏名」

③共有の場合は、氏名の前に持分を記載。

【例】・「持分○分の○　○○」

（３）「申請者」、「譲受人」「譲渡人」の「印」

①　押印（実印であることは要しない）

②　氏名を自署する場合に限り、押印を省略することができる。
（４）「申請者」、「譲受人」「譲渡人」の「住所」

①　個人の場合は、申請日現在の住所を記載。

②　法人の場合は、申請日現在の事務所の所在地、本店の所在地等を記載。

（５）「申請者」、「譲受人」「譲渡人」の「職業」

①　個人である場合は、その職業を記載。

【例】・「農業」、「会社員」、「公務員」、「会社役員」等。

②　法人である場合は、その業務等を記載。

【例】・「不動産業」、「建設業」、「砂利採取業」、「食品小売業」、「農業生産法人」等。

（６）「許可を受けようとする土地の所在及び地番」

①　登記事項証明書の表示のとおり、地番まで記載。

（７）「許可を受けようとする土地の登記地目」

①　登記事項証明書のとおりに記載。

（８）「許可を受けようとする土地の現況地目」

①　現況を記載。

【注意】・「田」、「畑」のいずれかを記載。

・「減反田」、「休耕田」、「耕作放棄地」等の記載は不適当。

（９）「許可を受けようとする土地の面積」

①　原則として登記事項証明書の地積を記載。

②　一筆の土地の一部分を転用する場合は、申請書に地積測量図を添えたうえ、内面積を記載。

【例】・「○○の内○○」等

（10）「許可を受けようとする土地の利用状況」

①　申請日現在の利用状況を記載。

【例】・田の場合は、「一毛田」、「転作田」又は「休耕地」等

・畑の場合は、「普通畑」、「果樹園」又は「休耕地」等

（11）「許可を受けようとする土地の１０ａ当たり普通収穫高」

①　田の場合は、水稲作のときのおおよその収穫高を記載。

②　畑の場合は、「利用状況」欄と同内容（「同左」でも良い）を記載。

（12）「許可を受けようとする土地の耕作者の氏名」

①　現在の耕作状況にかかわらず耕作権者を記載（土地所有者又は小作人）。

（13）「許可を受けようとする土地の市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別」
①　「その他」と記載。

（14）「許可を受けようとする土地の合計」
①　全申請地の合計面積を記載。

②　一筆の土地の一部分を転用する土地がある場合は、実際の転用面積の合計を記載。

（15）「許可を受けようとする土地の内訳」

①　現況地目毎の田及び畑の合計面積を記載。

（16）４条の「転用計画」について
①「（1）転用事由の詳細」

ａ　「宅地」、「山林」等の地目の記載は不適当。

ｂ　具体的にその用途を記載。
【例】・「一般住宅」、「農家住宅」、「車庫」、「物置小屋」、「宅地拡張」、「建売分譲（○戸）」、「宅地分譲（○区画）」、「農業用倉庫」、「資材置場」、「道路」、「農業用水路」、「○○植林」等

ｃ　一つの事業目的に従属的に複数の種類の建築物等がある場合は、主なものを記載。

【例】・食品小売店舗と来客用駐車場が目的の場合、「食品小売店舗」等

目的が異なる建築物等を合わせて造る場合は、両方を併記。

【例】・集合住宅と不特定多数への貸駐車場が目的の場合、「集合住宅・貸駐車場」等

現施設の拡張が目的である場合は、現施設の拡張であることに加え実際の用途を記載。

【例】・「木材加工場拡張（駐車場）」等
②「事由の詳細」

ａ　別添「参考書式」の「事業計画書」を使用する場合は、「別添のとおり」と記載。

ｂ　申請書に記載する場合は、今回、この農地転用を計画することになった事情又は理由を記載。

③「（2）事業の操業期間又は施設利用期間」

ａ　自己所有となる住宅等の場合は、「永年」と記載。

ｂ　操業又は施設を利用する開始予定を記載。

④「（3）転用時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要」

ａ　「工事計画」は、実際に事業に着手する計画期間を記載。

・着工日にあっては、転用許可と同時に着手する場合には「許可日」と記載。

ｂ　「名称」には、「建築物」又「工作物」の具体的な施設の名称を記載。

【例】・「建築物」

「住宅」、「事務所」、「店舗」、「倉庫」、「老人介護施設」等
・「工作物」

「通路」、「駐車場」、「資材置場」、「宅地造成地」、「砂利採取場」、「保安敷地」等
ｃ　「棟数」には、建築物施設数又は工作物箇所数を記載。

ｄ　「建築面積」には、「建築物」の場合は、１階の面積の合計を記載し、「工作物」の場合は、平面的な面積の合計を記載。
ｅ　「所要面積」には、「建築物」又は「工作物」を建設する上で必要とする面積を記載し、「土地造成」は、その必要面積を記載。

ｆ　「小計」、「合計」欄には、それぞれの「小計」、「合計」を記載。

ｇ　転用計画が、第２期計画以上ある場合には、その期間毎の計画を記載。

ｈ　転用計画が、第１期計画で完了する場合には、「合計」欄への記載は不要。

（17）５条の「転用計画」について
①「（1）転用の目的」は、（16）の①と同様。

②「（2）権利を設定し、又は移転しようとする理由の詳細」は、（16）の②と同様。

③「（3）事業操業期間又は施設の利用期間」

ａ　自己所有となる住宅等の場合は、「永年」と記載。

ｂ　操業又は施設を利用する開始予定日を記載し、賃貸借契約等により期間の定めがある場合には、その期間を記載。

④「（4）転用時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要」は、（16）の④と同様。

（18）「権利を設定・移転しようとする契約の内容」（５条）

①「権利の種類」には、農地法第３条第１項本文に記載されている権利の種類を記載。

【例】・「所有権」、「賃借権」、「使用貸借による権利」等

②「権利の設定・移転の別」には、該当する方に○を記載。

③「権利の設定・移転の時期」

ａ　権利を取得する時期又は引き渡しの日を記載。

ｂ　「許可日」との記載でも差し支えない。

④「権利の存続期間」は、契約の内容により記載。

【例】・所有権移転の場合は、「永年」と記載。

・賃借権等の場合は、「○年間」と記載。

・月単位の契約である場合は、「○ケ月間」と記載。

⑤「その他」には、①から④において、特に説明が必要と思われる事項等を記載。

（19）「資金の調達についての計画」

①　別添「参考書式」の「事業計画書」を使用する場合は、「別添のとおり」と記載。

②　申請書に記載する場合は、転用事業費とその内訳、及び資金の調達計画を記載。

（20）「転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等の被害の防除施設の概要」
①　別添「被害防除計画書」を使用する場合は、「別添のとおり」と記載。
②　申請書に記載する場合は、農地転用を計画するにあったて考慮するべき土砂の流出防除、法面の崩壊防除、その他災害の発生の防除、農業用用排水への支障防除等の、被害の防除措置の概要を記載。

（21）「その他参考となるべき事項」

①　申請書に記載する場合は、必要と思われる事項を記載。

